
書式第 12号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

令和 5年度 事 業 報 告 書

特定非営利活動 サニーサイド

1 事業の成果
令和4年度も、令和 2年度から引き続く新型コロナウイルス感染症の流行に伴い、新型コロナウイル

ス等感染予防対策を中心に取り組みました。社内研修、マスクや消毒液のほか防護服一式等の感染予

防対策品を確保し、非常時に備え感染拡大防止に努めました。また、4年度は、利用者の状態変化に伴

う支援終了が多く見られた年でもありました。新型コロナ感染症の流行の影響により、前年度に引き

続き、利用者 。その家族との接触を控えるご家庭、また各種イベントの中止や施設等も休館となり外

出を自粛し自宅で過ごされる利用者が増えた為、支援をキャンセルせざるお得ない状況が続きました。

在宅介護では、医療的ケアを必要とする利用依頼も多くなり、東京都介護職員等によるたんの吸引等

の実施のための研修 (特定の対象者)や、必要資格を受講する介護者も増えてきています。

年々福祉の仕事をする人材がさらに減少していく状況下、分担・工夫をして事業を運営してきました。

3年度に引き続き、地域との連携、福祉、医療とも繋がることでできる支援もたくさん学べた年になり

ました。しかしながら、やはり人材不足は解消されることはなく、サービス提供できないことも多々

ありました。従事者それぞれが、より「支え合う意識を」しっかり持たなくてはならないと感じた年

になりました。全体の収益は、利用者の状態変化に伴 う支援終了や人材不足が重なり、前年度と比ベ

大きなマイナスとなりました。事業を安定的に継続するにあたり、早急な従事者の確保が次年度のテ

ーマになりそうです。

就労の事業については、昨今の食品の値上げ状況から、就労継続支援A型 「赤オニの家」のお弁当も

値上げをせざるを得なくなったものの、売り上げが落ち厳しい状況が続いています。調理人さんの交

代もあり、レシピや味の統一も課題となり、又、利用者さんも、社会情勢の変化を受けて、今までと

は違った視点からの支援も必要になってきました。コロナ禍の後遺症もあるのか、体調や生活への不

安感もましています。

この点は、移行支援も同様で、体験の場での確保や、仕事探しも、一人一人のマッチングした「場」

探しの支援と並行して、生活支援やお金、医療の問題など幅広い支援が必要になっています。その為、

地域や、医療、行政との連携は絶対に欠かせませんが、連携の質も問われている、と強く感 じた一年

でした。

しかしこのような状況下でも、安定して通所された利用者さんは、自分にあった仕事に就かれ、し

っかり定着していることは、外部より評価されています。

全体としては、防災講座やインボイスの研修など、メンバーさんとともに参加、支援としては、特

に医療関係との連携の研修に複数の支援員が参加しました。

相談支援事業は、昨年度同様、介護業務と兼務しながら取り組んでいます。

昨年度よりは、対面のモニタリングを希望する方が増えました。利用者数の増減があり、介護保険ヘ

移行する準備中の方や遠方のグループホームで生活の拠点を変えた方もおられました。相談支援の重



要性と難しさを感じました。利用者で病識を受け入れられずにいる方、問題行動のある方、病状が安

定せず、支援関係者と連携を常にしている方等、対応しています。

子育て事業 。地域交流活動は、新型コロナウイルスの影響により、感染拡大防止の為に、イベント等

全て中止致しました。今後は、感染防止における規制緩和にあわせながら、検討会議等を行う予定で

す。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業               (事 業費の総費用 【 1,000 】千円)
定款に記載
された
事業名

事業内容 日日寺 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

ホーームヘルパ
ー派遣事業

自費による介護派遣緊急
一時保護による介護派遣

毎日

24時間

練馬区

東村山
9人

自費に

よる介

護依頼

の利用

者

5人 1,641

介護保険
訪問介護事業

介護保険訪問介護
毎日

24時間

練馬区

世田谷区

東村山市
12人

介護依

頼の利

用者

9人 2,475

介護保険居宅
介護支援事業

ケアプラン作成 毎月

練馬区

世田谷区

東村山市
0

子育てが成長
する過程で親
が関わ りきれ
ない部分を親
と一緒になっ
て関わってい
くプログラム
を開催する事
業

講演会 (発達が気になる子

墓ル
の行動理解と発達支 随時 練馬区 0人

練馬区

公共施

設

0人 0

障言者や高齢
者の日常生活
の中で必要 と
する介護や 日
常生活用品、
住宅改造の方
法およびその
制度の相談

介護や 日常生活用品の相
談等 随時 近隣 0 0 0

住宅改修事業 住宅改修等の相談 随時 近隣 0 0 0



介護保険福祉
用具貸与事業

介護保険福祉用具貸与 随時 練馬区 0 0 0

福祉用具販売
事業

介護用グローブ 随時 練馬区 0 0 0

障害者総合支
援法に基づく
障害者福祉サ
ービス事業

障害者総合支援法による
介護派遣

毎 日

24時間

練馬区

世田谷区

東村山市

東久留米

市

西東京市

33人 37人 介護依頼の利用者
58,301

障害
援法
相談

者総合支
に基づく
支援事業

サービス等利用計画作成、
一般相談 随時

練馬区

新宿区

江戸川区

清瀬市

西東京市

八王子市

2人 30人 970

障害者総合支
援法に基づく
地域生活支援
事業

地域生活支援事業による
移動支援事業

日中のガ

イ ド̂、ル

プ

練馬区 21人

介護依

頼の利

用者

31人 5 593

障害者総合支
援法に基づく
就労移行支援
事業

障害者の就労移行支援
就労定着支援

平 日

週 5日

練馬区

近隣
5人 4人 6,125

障害者総
援法に基
就労継続
A型事業

合支
づく
支援
障害者の就労継続支援

平 日

週 5日

練馬区

近隣
13人 7人 21,836

障害者総合支
援法に基づく
就労定着支援
事業

就労サポー ト後に就労定
着する為に支援する 年/1回

練馬区

板橋区
5人 4人 236

地域で生活す
る人が障害者
(児 )に理解
を深めるため
の交流活動

クリスマスイベン ト
年/1回

練馬区

板橋区

東村山市

新座市

0人 0 0

に
れ
記載
た

疋款
さ 事業内容 日日寺 場所

者
文

(2)そ の他の事業 (事業費の総費用 【 】千円)



書式第 13号 (法第 28条関係 )

令和 4年度 活動計算書
事 業 報 告 用

(その他事業が上登場合)

1

特 利活動法人サニーサイ ド

1,458,000
183,000

2,059,200
415,803

0

0

0

0

0

0

ホームヘルパー派遣事業
ヘルパー人件費
コーディネータ人件費

介護保険 訪間介護
ヘルパー人件費
コーディネータ人件費

介護保険 居宅介護支援事業

子育て支援事業

障害者、高齢者が必要とする住宅改修の方法と相談

住宅改修事業

介護保険福祉用具貸与事業

福祉用具販売事業

障害者総合支援介護給付

令 頌科 目

84,000
84,000

ホームヘルパー派遣事業 (一時特例介護 )
介護保険 訪問介護
介護保険 居宅介護支援事業
子育て支援事業
障害者、高齢者が必要とする住宅改修の方法と相談
住宅改修事業
介護保険福祉用具貸与事業
福祉用具販売事業
障害者総合支援介護給付
相談支援事業
地域生活支援事業 (ガイ ドヘルプ)
助成金収入
補助金収入
就労移行支援事業
就労定着支援事業
就労継続支援A型事業
地域交流活動

受取補助金

2

の の

正会員受取会費
賛助会員受取会費

受取寄附金
施設等受入評価益

受取利息
貸付利息
青オニ売上高
赤オニ売上高
雑収入

2,222,820
8,153,932

0

0

0

0

0

0

97,229,513
1,624,168
13,284,085
1,759,569
3,141,000
3,456,147
563,150
11,592,244

0

143,026,628

12,516,558

698

11,322
495

155,627,1

経 常 費 用
手業普



ヘルパー人件費
コーディネータ人件費

相談支援事業
相談支援専門員人件費
サービス提供責任者人件費

地域生活支援事業 (ガイ ドヘルプ)
ヘルパー人件費
コーディネータ人件費

就労移行支援事業
支援員人件費
サービス管理責任者人件費
利用者工賃

就労定着支援
支援員人件費

就労継続支援A型事業
支援員人件費
サービス管理責任者人件費
利用者賃金

地域交流活動

職員、登録ヘルパー手当
事務員人件費
賞与

賞与 (就労支援 )
退職給付費用
福利厚生費
福利厚生費 (就労支援 )

(2)法定福利費
通信費
通信費 (就労支援 )
荷造 運賃
荷造 運賃 (就労支援 )
水道光熱費
水道光熱費 (就労支援 )
旅費交通費
旅費交通費 (就労支援 )
広告宣伝費
広告宣伝費 (就労支援 )
接待交際費
事務消耗品費
事務消耗品費 (就労支援 )
自然災害消耗品
自然災害消耗品 (就労支援 )
備品消耗品費
備品消耗品費 (就労支援 )
感染症対策備品
感染症対策備品 (就労支援)
新聞図書費
新聞図書費 (就労支援 )
印刷 経費
印刷 経費 (就労支援 )
修繕費
修繕費 (就労支援 )

13,203,595
1,223,787
249,751
0

2,100
255,379
1,311,238
1,295,083
494,877
1,192,950

0

4,071
472,877
146,480
220,103
137,360
454,830
342,421
598,287
0

10,580
21,564
19,218
0

329,672
191,260

619,

357,

797,

598,

32,

19,

520,

52,283,800
6,018,000

3,212,233
2,450,000
463,573

236,000

13,245,330
2,191,370
6,399,717

0

1,567,448
0

14,983,785

1,567,

2

13,203,

1,473,

2,

1,566,

1,789,

1,192,

61

251

(2)その他経費
事業費
期首棚卸高
青オニ仕入高
赤オニ仕入高
期末棚卸高

1,149,498
11,002
5,504,553
-1,177,922

5,487,131

:費計 102,666.657
:理費

21



家賃、地代
家賃、地代 (就労支援 )
車両燃料費
車両燃料費 (就労支援 )
保険料
保険料 (就労支援 )
租税 公課
租税 公課 (就労支援 )
諸会費
慶弔見舞金
リース料
リース料 (就労支援 )
支払手数料
支払手数料 (就労支援 )
管理 諸費
管理 諸費 (就労支援 )
減価償却費
減価償却費 (就労支援 )
貸倒引当金繰入
雑費
雑費 (就労支援 )
固定資産除却損
雑損失
雑損失 (就労支援 )

1,884
13,300
202,000
74,500
143,000
316,800
215,016
20,387
315,652
338,000
45,193
88,792
140,000

235,

653,

133,

140,

４

０

４

１

１

７

6,196,

171,

1,166,

5

15,1

2,174,271

ｎ
４

”
，

ｎ
υ

Ａ
υ

７
′

員
υ

●
ι
　
　
　
И
，

1,316
858

消耗品費
水道光熱費
通信運搬費
地代家賃
旅費交通費
減価償却費

2 そ

152.985.085
158,472,216

ヨ 期 経 常 増 減 額 A B -2 845 03(

140,000

140.00(

災害損失

D

ヨ 期 経 常 外 増 減 1 C D ・・・② 140.00(

1前 当 期 正 味 (1)十 (2) ・ (3) -2.775.03(

70,000
72.185.449

_ヽ| コヽ_′



書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和 4年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 サニーサイ ド

金   額 小 計 ・ 合 計

1

現金
預金
売掛金
未収金

貸倒引当金
棚卸資産
商品
前渡金
立替金

2

建物附属設備
車両運搬具
什器備品
一括償却資産

敷金
長期貸付金

4,106,763
49,816,190
23,241,558
20,136
-140,000

1,177,922
222,000
29,602

53,922,953

23,121,694

1,177,922

251,602

78.474.171

22,051
1

119,373
90,387 231,812

869,000
1,667,135 2,536,135

2_767_947

【A】 資 産 合 計 ①+② 81,242,118

の

1

買掛金
従業員給料、利用者賃金、工賃未払金
賞与
社会保険
光熱費、使用料金未払金
その他の補助
預り金 (雇用保険、社会保険、源泉所得、市区民税)
積立金 (手数料)
仮受金
未払法人税等

2

36,222
9,231,174
4,941,395

0

308,111
1,190,879
251,859
0

0

70,000 16,029,640

16.029.64(

0

16.029.64(

B-2
67,987,508
-2,775,030

65.212_471

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 キ 【B-2】 81,242,118

日

1 引
`

財 薦 の 部

産増減 額
・  =+



16 28条関係 )

令和 4年度 計算書類の注記

特定非営利活動法人

事 業 報 告 用

サニーサイ ド

1.重要な会計方針
計算書類の作成は、 によっています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
棚卸資産の評価基準は原価基準により、評価方法は総平均法によっています。

(2)固定資産の減価償却の方法
車両運搬用具及び什器備品の減価償却は定率法によっています。

(3)引 当金の計上基準
・ 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき当期末に発生している

と認められる金額を計上しています。なお、退職給付債務は期末自己都合要支給額に基づいて

計算しています。
・ 貸倒引当金

介護派遣の利用者負担金の平均月額で未払があった場合に算定している。

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
施設の提供等の物的サービスを受入れは、活動計算書に計上しています。

(5)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方法式よっています。

2.事業別損益の状況

科 目
ホームヘル
パー派遣事業

介護保険訪問
介護事業

子育て支援事
業

障害者福祉介

護サー ビス事
業

障害者福祉相
談支援事業

地域生活支援
支援事業

小計

2,222,820 8,153,932 97,229,513 1,624,168 13,284,085 122,514,518

2,222,820 8,153,932 97,229,513 1,624,168 13,284,085 122,514,518

1,641,000

0

31,774

156,943

926,374

2,475,003

0

27,922

185,264

997,924

0

0

58,751,800

0

1,070,867

5,230,175

9,346,169

990,000

0

38,562

628,653

426,374

5,593,500

0

164,870

1,911,639

692,597

69,451,303

0

1,336,995

8,112,674

12,389,438

2,756,091 3,686,113 3,000 74,399,011 2,083,589 8,362,606 91,290,410

22,065

89,514

45,058

2,445

52,312

21,332

184,200

500

27,265

50,593

81,058

2,471

62,312

22,191

167,600

500

500

500

10,000

0

500

500

400

50

102,251

700,104

698,545

29,014

501,064

156,095

1,979,436

3,100

29,065

109,193

100,058

20,445

64,312

29,952

312,000

1,000

22,065

128,893

155,752

9,895

209,312

60,502

884,600

1,000

203,211

1,078,797

1,090,471

64,270

889,812

290,572

3,528,236

6,150

417,426 413,990 12,450 4,169,609 666,025 1,472,019 7,151,519

3,173,517 4,100,103 15,450 78,568,620 2,749,614 9,834,625 98,441,929

-950,697 4,053,829 -15,450 18,660,893 -1,125,446 3,449,460 24,072,589

I 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.その他収益
経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費
給料手当
退職給付費用

福利厚生費
法定福利

賞与

人件費計
(2)そ の他経費
光熱費
旅費交通費
通信費
車両燃料費
保険料
修繕費
諸経費
減価償却費

その他経費計
経常費用計

当期経常増減額



16 28

令和 4年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 サニーサイ ド

重要な会計方針

計算書類の作成は、 によっています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
棚卸資産の評価基準は原価基準により、評価方法は総平均法によっています。

(2)固定資産の減価償却の方法
車両運搬用具及び什器備品の減価償却は定率法によっています。

(3)引 当金の計上基準
・ 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき当期末に発生している

と認められる金額を計上しています。なお、退職給付債務は期末自己都合要支給額に基づいて

計算しています。
。貸倒引当金

介護派遣の利用者負担金の平均月額で未払があった場合に算定している。

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
施設の提供等の物的サービスを受入れは、活動計算書に計上しています。

(5)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方法式よっています。

2.事 業別損益の状況
円 )

科 目
障害者就労移
行支援事業

障害者就労継
続支援A型事業

定着支援事
業
地域交流事業 事業部門計 小計

1,759,569

3,456,147

698,448

3,141,000

11,592,244

11,322,401

563,150

4,900,569

138,126,059

12,020,849

4,900,569

138,126,059

12,020,849

5,914,164 26,055,645 563,150 155,047,477 155,047,477

6,125,806

0

39,630

698,851

422,541

22,020,253

0

45,887

1,468,125

807,222

236,000

0

11,560

85,000

282,836

97,833,362

0

1,431,072

10,467,650

13,902,037

97,833,362

0

1,431,072

10,467,650

13,902,037

7,286,828 24,341,487 615,396 100,000 123,634,121 123,634,121

482,000

200,841

77,662

12,198

95,672

64,534

888,457

18,028

739,983

105,956

129,409

82,182

83,262

97,360

757,661

98,857

89,255

188,080

42,680

10,023

45,796

29,366

100,210

9,900

500

500

500

0

500

500

300

50

1,514,949

1,574,174

1,340,722

168,673

1,115,042

482,332

5,274,864

132,985

1,515,449

1,574,674

1,341,222

168,673

814,306

667,738

482,966

137,320

1,839,392 2,094,670 515,310 2,850 11,603,741 6,702,348

9,126,220 26,436,157 1,130,706 102,850 135,237,862 130,336,469

(3,212,056 (380.512 (567,556 (102.850 19,809,615 24,711,008

I 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.その他収益
経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費
給料手当
退職給付費用

福利厚生費
法定福利費

賞与

人件費計
(2)その他経費
光熱費
旅費交通費
通信費
車両燃料費
保険料
修繕費
諸経費
減価償却費

その他経費計

経常費用計

当期経常増減額



16号 (法 28

令和 4年度 計算書類の注記

特定非営利活

事 業 報 告 用

動法人 サニーサイ ド

重要な会計方針
計算書類の作成は、 によっています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
棚卸資産の評価基準は原価基準により、評価方法は総平均法によっています。

(2)固定資産の減価償却の方法
車両運搬用具及び什器備品の減価償却は定率法によっています。

(3)引 当金の計上基準
・ 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき当期末に発生している

と認められる金額を計上しています。なお、退職給付債務は期末自己都合要支給額に基づいて
計算しています。
・ 貸倒引当金

介護派遣の利用者負担金の平均月額で未払があった場合に算定している。

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
施設の提供等の物的サービスを受入れは、活動計算書に計上しています。

(5)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方法式よっています。

2.事 業別損益の状況
円 )

科 目 事務費 管理部門 小計 合計

579,709

0

579,709

0

4,900,569

138,126,059

24,621,407

579,709 579,709 155,627,186

5,390,508

0

78,614

2,212,629

556,374

0

0

57,762

523,316

525,374

5,390,508

0

136,376

2,735,945

1,081,748

103,223,870

0

1,567,448

13,203,595

14,983,785

8,238,125 1,106,452 9,344,577 132,978,698

29,658

97,893

90,016

1,455

21,264

20,000

154,752

500

22,010

117,893

42,800

1,445

30,552

18,600

134,220

500

51,668

215,786

132,816

2,900

51,816

38,600

288,972

1,000

1,566,617

1,789,960

1,473,538

171,573

1,166,858

520,932

5,563,836

133,985

415,538 368,020 783,558 12,387,299

8,653,663 1,474,472 10,128,135 145,365,997

(8,653,663) (894,763) (9,54S,426) 10,261,189

I 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5,そ の他収益
経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費
給料手当
退職給付費用

福利厚生費
法定福利費

賞与

人件費計
(2)その他経費
光熱費
旅費交通費
通信費
車両燃料費
保険料
修繕費
諸経費
減価償却費

その他経費計
経常費用計

当期経常増減額



書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和 4年度 財産目録
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人サニーサイド

令 釉 ′Iヽ 計 計

1

現金預金
手元現金
普通 預金
銀行普通預金UFJ銀行大泉支店石神井出張所
銀行普通預金東京三菱銀行
銀行普通預金みずほ銀行石神井支店
銀行普通預金JA東京石神井公園支店

売掛金
自費
国保連
総合支援介護給付
地域生活支援給付
就労移行支援給付
就労継続支援給付
就労定着支援給付
相談支援給付
交通費
未収金
給料、その他の補助
貸倒引当金
前渡金
立替金

商品

車両運搬具

建物付属設備

パソコン
ー括償却資産

敷金

4,106,763
0

12,956,205
21,670,199
3,147,189
859

12.041.738 53,922,953

176,880
1,357,993
15,730,924
2,299,875
909,439
2,422,870
98,435
233,922
11,220

20,136
-140.000

222,000
29,602

23,241,558

23,121,694

251,602

1,177,922 1,177,922

ノ8.4ノ 4.1ノ 1

1

22,051

119,373

90,387

869,000

1,667,135

2_767 947

【A】 資 産 合 計 ①+② 81,242,118

【B― 債  の  測
`

買掛金

未払金
従業員給料、利用者工賃未払金 (4月 支払予定)
電話、NTT、 コピー機
水道、ガス
アスクル

賞与
社会保険未払い
その他の補助
預り金
雇用保険、社会保険、源泉徴収税等
積立金、手数料
仮受金

未払い法人税等

36,222

9,231,174
108,566
120,565
78,980
4,941,395

0

1,190,879

36,222

15,671,559

251 859
0

0

70,000

2 5 1 859
0

0

70,000

・言十 (3) 16_029_64〔

債

計 ④

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 16.029,640

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 65,212,478

什器備品

長期貸付金

|



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和4年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並
びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

特定非営利活動法人サニーサイド

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )
□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間
(該当者のみに記入)

氏   名

1 cD"監事
サトウマリコ 令和 4年

令和 5年

4月 1日

3月 31日

年 月

月

日

日年佐藤真理子

2 ∈)「・監事
ベッシエイナ 令和 4年

令和 5年

4月 1日

3月 31日

年  月  日

年  月  日別司新奈

3 C聾卜監事
tt=u< r I 令和 4年

令和 5年

4月 1日

3月 31日

年

年

月

月

日

日大西誠

4 C)・ 監事
トクナガエミコ 令和 4年

令和 5年

4月 1日

3月 31日

年  月  日

年  月  日徳永恵美子

5 理事・C):
シゲノブヨシエ 令和 4年

令和 5年

4月 1日

3月 31日

年  月  日

年  月  日重信好恵

6 ∈肇■監事
タムラカズヤ 令和 4年  4月  1日

令和 5年  3月  31日

年  月 日

日年 月田村和也

7 理事・監事

年

年

月

月

日

日

年

年

月   日

月   日

8 理事・監事
年  月  日

年  月  日

年  月  日

年  月  日

9 理事・監事
年  月  日

年  月  日

年 月

月

日

日年

10 理事・監事
年  月  日

年 月 日

年  月  日

年 月 日



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係 )
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法

氏    名

1
佐藤真理子

2
別司新奈

3 重信好恵

4
豊田幸江

5
徳永恵美子

6 普門江利

7
田村和也

8 長島奈保美

9
草地直

10
大西誠

11
梶谷周平

12 三浦健



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係 )
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿 )

特定非営利

氏    名

13
桑野廣子

14
西澤祥美

15
小林和也

16

17

18

19

20

21

22

23

24


